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＊「託送料金」とは、電気を届けるための送

配電線使用料のことで電気料金の一部

東電を

破産処理
して責任を
とらせる

のが先で
しょ！

政府は、福島事故

損害賠償費の一般負担金

「過去分」2.4兆円、福島事故処

理・廃炉費６兆円、原発の廃炉費積立

不足金等0.2兆円の合計8.6兆円を「電気の

託送料金＊」に転嫁し、新電力契約者を含めすべ

ての電力消費者に負担を義務づけようとしています。

東電を破産処理し金融機関にも債権放棄させて事故の責任

を取らせ、8.6兆円を捻出すべきです。

電力消費者に負担義務はありません。電力自由化に生き残れない原

発をムリヤリ動かすための施策はもう止めるべきです。

東京電力に責任をとらせるべき、消費者負担による救済はおかしい！

今なら間に合う、反対署名の拡大を！

３つの矛盾 その①：
損害賠償費一般負担金「過去分」2.4兆円は、東京電力
など電力会社に納付義務があり、電力消費者にはない！損害賠償費不足

分2.4兆円を「過去
に電気料金で回収
し損なった」と言って
これから40年間も
「託送料金」で回収
するなんてひどい！
商法違反よ！
しかも、これで、東

京電力の損害賠償
費負担金が3.9兆円
から3.1兆円へ減り、
大手電力の負担金
が3.7兆円が2.3兆
円へ減額されるなん
ておかしいよ！
新電力へ契約変

更しても、「託送料
金」で回収するから
回避できないなんて
ひどすぎる。

署名用紙は下記からダウンロードできます

http://wakasa-net.sakura.ne.jp/www

新電力へ切り替えても、「託送料
金」の請求書が新電力に届く・・・



３つの矛盾 その②：
福島原発廃炉費6兆円は、東電管内の「託送料金」高止まりで回収、
これでは「今の5倍以上かかる古い送配電網の更新」ができなくなる！

東電が廃炉費6
兆円を超過利潤
で捻出すると言っ
たって、「託送料
金」を高止まりにし
て消費者から回
収するんじゃない。
廃炉費がさらに

不足したら、東電
管内から全国の
「託送料金」へ転
嫁されることにな
りかねない。
結局、電力消費

者に全部押しつけ
ね！

３つの矛盾 その③：
廃炉費積立不足金等は、電力会社のコストなのに原発を
持たない新電力からも「託送料金」で回収するのは筋違い！

不
足
分

シメシメ、これで、廃炉時点で残った廃炉費積立不
足金や原発資産を回収できるし、対策費3.8兆円を
投じて再稼働できなくても、廃炉後に

全部回収できる・・・シメシメ！

そんなこと、許せない！

○廃炉費6兆円の根拠＝1979年に起きた米TMI原発炉
心溶融事故では原子炉内にある溶融燃料の取出・輸送
に約10億ドルかかったことを踏まえ、福島では、３基で溶
融事故が起きて、原子炉の底が抜け、放射線量が極めて
高いことから、その60倍と見積もられたもの。

○日本経済研究センターが処分費を含めて約11兆円と
見積もっているように、廃炉費は6兆円に留まらず、数十
兆円に膨らむ可能性が高い。


